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山岳トンネル切羽情報管理システムの開発

要　旨

　山岳トンネル切羽情報管理システム（以下、本システムと記述する）は、1998～99年度の研究開発課

題として、山岳トンネル工事現場における計測管理業務の省力化および関連部署における施工支援業務

の効率化を目的に開発を進められてきた。本システムは、社内グループウェアソフト(以下、グループ

ウェアと記述する)を利用した切羽観察記録と各種計測結果の図化処理支援ソフトで構成されている。

2000年3月で本システムの開発を完了し、切羽観察記録ソフトを４現場、計測図化処理ソフトを２現場

に導入して適用を開始した。本論文では、本システム開発の経緯と内容の詳細等について報告する。
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　１．まえがき

　山岳トンネルは、地下に構築される線状構造物である

という特殊性から、事前に得られる地盤の情報の量およ

び質に限界がある。トンネルの調査・設計においては、荷

重となる土圧等をあらかじめ正確に把握することは困難

であり、構造材料としての地山は不均質で力学特性が不

明確なのが一般的である。トンネルの事前設計では、こ

のような不明確な諸条件を基に、遭遇が予想される地山

状況に対応した経験的な支保選定が行われる。これらの

ことからトンネル工事では、事前の設計における予測と

実際の施工時のトンネルの挙動が異なるような事態がむ

しろ当たり前のように生ずる。この予測と実際の挙動の

差違を埋め、適切な施工を行って安全かつ経済的にトン

ネルを建設するためには、観察・計測による施工管理が

重要となる。施工中の観察・計測結果に基づき、適宜当

初設計をより実際に適合した実施設計に変更しながら施

工することは、NATMの基本的な概念である。地山条件

が当初の想定よりも悪い場合は、必要に応じて安全性確

保のための増し支保等の措置を取る必要があり、逆に想

定よりも良い場合は、安全性を確保した上で、支保の軽

減や進捗速度の向上を図り、積極的に経済性を追求する

必要がある。これらのことから、山岳トンネル工事にお

ける観察・計測は、他の土木工事と比較して特に重要な

位置づけにあると考えられる。表－１に山岳トンネル工

事で一般的に実施される計測項目1）を、図－１に山岳ト

ンネル工事における観察・計測の位置づけの概念2）に本

システムの役割を加筆したものを示す。表－１に示した

各計測項目は、①地山と支保の安定性に関する観察、②

地山とトンネルの挙動に関する計測、③支保機能に関す

る計測、に大別されているが、これらの実際の運用にあ

たっては、個々の現場条件に応じた独自の項目選定が必

要となる。選定された観察・計測項目は、適切な頻度で実

施し、その結果は、以後の施工に反映しやすいように速や

図－１  観察・計測の位置づけの概念
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表－1　トンネル工事における主な観察・計測項目

図－２　システムの運用イメージ

かに処理し、まとめなければならない。本開発では、図－

１に示すように、現場技術者が日々行わなければならな

い切羽観察記録や計測結果図の作成業務を、極力容易に

処理できるようなソフトを製作するとともに、グループ

ウェアを利用してそれらの観察・計測データや非定常時

の現場状況等を、全社的に共有可能とするシステムを構

築した。

　２．開発の目的

　本開発の目的としては、以下の点があげられる。

①トンネル現場で日々作成する切羽観察記録や計測結果

図の処理を容易にし、計測管理業務の省力化を図る。

②グループウェアを活用して現場施工記録（切羽進捗、観

察記録、計測結果等）を関連部署や他現場で参照・評価

できるよう共有化を図る。

③トンネル施工中に、現場だけでは対応不可能な非定常

的事態が発生した際、関連部署等への詳細かつ迅速な状

況報告・支援依頼等を可能とする。

　図－２にこれらの目的に対応したシステムの運用イメ

ージを示す。

＊�分�類� 観察・計測項�目�位�置� 対象となる事�象� 結果の活�用� 種別�
・掘削面の安定性評価�
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　①に関しては、グループウェア上で切羽デジタル写真

の貼り付け、簡単なマウス操作等によって切羽観察記録

を作成、保存できるようにした。また、各種計測結果を整

理・図化し、現場における計測処理業務を支援するソフト

を製作した。

　②に関しては、グループウェアを利用することにより、

切羽観察記録や計測結果を全社的に共有化することを可

能とした。データの共有化により、関連部署による、計測

結果や切羽評価点の設計変更検討業務への活用、現場か

ら関連部署への定期的な報告業務（工事進捗等）の簡素

化、類似条件現場における施工記録の有効活用等が期待

できる。

　③に関しては、トンネルの変状や切羽の崩落等、現場だ

けでは対応不可能な事態が発生した場合、関連部署や全

国の現場に散在するベテラン技術者等へ支援を求める場

合がある。デジタル写真を活用した詳細かつ迅速な状況

報告を可能とし、的確な応急対策工の提案等に役立つも

のと考える。

　これらのように、トンネル工事の持つ特殊性とグルー

プウェアを利用する上での利点とを組み合わせ、現場計

測業務の省力化および現場支援業務の効率化を図ること

が本開発の目的である。

　３．各機能の説明

　３．１　切羽観察記録

　切羽観察は、計測だけでは把握できない地山情報を得

ることを目的として実施するもので、主として切羽の地

質の状態と地質の変化状況とを目視調査するものである。

原則として１切羽／１日程度の頻度で実施し、それらの

データは支保等の実施設計の重要な資料となる。　　

　３．１．１　観察記録の入出力・保存

　前述したように、切羽観察記録はグループウェアソフ

ト上で、入出力、保存、データベース化する。図－３に日

本道路公団（以下、ＪＨと記述する）様式の観察記録出力

例を示す。観察記録の様式は、各発注者毎に定めら

れており、工事現場単位で１つの雛形をグループウェア

上に作成する。観察記録は図－３に示すように、トンネル

名、測点等の現場情報、切羽デジタル写真、地山状態の観

察項目、既施工区間の観察項目等で構成される。観察記録

の作成手順は以下に示すとおりである。

①現場において目視による切羽観察を行い、切羽状況を

野帳等に記入する。

②デジタルカメラにより切羽画像を撮影する。

③観察記録のシートに切羽デジタル画像を貼り付け、現

場情報や切羽状態に関する記事を通常のワープロ入力と

図－３　切羽観察記録出力例（ＪＨ様式）
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同じ要領で行う。

④各観察項目において、観察した切羽に該当する評価区

　分をマウス操作により選択する。

⑤全項目記入後、記録を保存し、必要に応じてA3対応

　のカラ－プリンタによって出力する。

　以上のように、観察記録作成・保存・出力までの操作は

極めて容易に行うことができる。切羽デジタル写真は従

来の切羽スケッチに替わるもので、手書きスケッチ、色塗

りの手間が省略されるとともに、観察者による個人差を

なくし、客観性を向上させることができる。

　図－４は、保存した観察記録の一覧を示す画面である。

図のようにトンネル名、測点、切羽評価点、観察年月日が

断面毎に記録されるので、保存記録の参照が容易となる。

発注者に観察記録の提出を指示された際には、保存記録

の中から指定された断面だけを出力すればよいので清書

化の必要がなくなり、提出物の質の向上も期待できる。従

来のように提出物の控えをファイリングする必要がなく、

現場におけるペーパーレス化にも寄与する。また、本社の

サーバーを利用しているため記録の確実な保存が可能で

あり、データを施工中のトンネルに反映させるのは当然

のことながら、完成後のトンネルの維持管理や類似条件

でのトンネル施工等で参考にできるよう、整理・保管する

ことが可能である。

　３．１．２　切羽評価点の算出

　切羽観察は前述したように、切羽の状態や風化変質、割

目の状態、湧水状況等の観察を行い、記録表にまとめるも

のである。トンネル工事では、これらの観察結果を評価

し、支保選定等に反映させる必要があるが、既存の評価手

法は図－５のように整理される。定量的評価に分類され

る評点法は、切羽の状態をより客観的に評価する方法と

して、各観察項目を評点により集計し、点数により評価し

ようとするものである。

　我が国では、この切羽評価点に関する研究は、ＪＨにお

いて最も多くの実績がある3）。ＪＨ試験研究所では、過去

に施工された膨大な切羽観察に関するデータを用いて観

察項目相互間と支保パターンとの関連性を統計分析し、

支保選定に関して影響度の強い4つの観察項目を抽出し

た。これら4つの観察項目に、湧水関連の観察項目を加え

たＪＨの最新の様式の切羽観察項目とその区分を表－２

に示す。この新観察表を用いた評価と、各岩種グループ毎

に定められた配点表（表－３）、および湧水状況による調

整点に基づき、新切羽評価点は算出される。ＪＨでは、平

成11年 4月 1日から2車線断面の全トンネルで、新観察

表の採用と新切羽評価点評価法による地山評価を義務づ

け、新切羽評価点の支保設計指標としての活用を推進し

ている。

図－４　保存観察記録表示画面

図－５　切羽評価手法の分類

表－２　ＪＨ様式切羽評価項目

表－３　評価区分毎の配点例（圧縮強度）

岩質／評価区�分 �１ ２ ３ ４ ５ ６

圧 塊 �硬質�岩 �３�６ �２�９ �２�２ �１�４ �７ ０

縮 状 �中硬質岩・軟質�岩 �３�２ �２�６ �１�９ �１�３ �６ ０

強 層 �中硬質�岩 �３�６ �２�９ �２�２ �１�４ �７ ０

度 状 �軟質�岩 �３�９ �３�１ �２�４ �１�６ �８ ０

観察項�目 �評 価 区 分 �
ﾎﾟｲﾝﾄﾛｰﾄﾞ� 以�上 �～ ～ �～ �以下�4 4 2 2 1 1 0.4 0.4

圧縮 一軸圧縮強度� 以�上 �～ ～ ～ ～ �以下�A� 100 100 50 50 25 25 10 10 3 3
強度�
(N /

)mm2

評 価 �点 �１ ２ ３ ４ ５ ６�
風�化  風化の目安�概ね新�鮮 �割目に沿いの風�化 �岩芯まで風化変    土砂状風化未固結�B.,
変�質 �岩盤は健�全 �変�質� 質� 土砂�

熱水変質など  変質は見られ�変質により割れ�目 �変質により岩芯　著しい変質により全�
の目安� ない� に粘土を挟む� まで強度低下� 体が土砂状、粘土化�
評 価 �点 �１ ２ ３ ４�

C. d 1m 1m d 50cm d 20cm d 5cm d割�目�割目の間隔 �≧ ＞ ＞ �＞ ＞ �
50cm 20cm 5cm間�隔 � ≧ ≧ ≧ �

Ｒ Ｑ �Ｄ �以�上 �～ ～ ～ �以下�80 80 50 60 30 40 10 20
評 価 �点 �１ ２ ３ ４ ５

割目�D.
状�態�

割目の挟在物�なし� なし� なし�

割目の祖�度 �粗�い �割目が平�滑 �一部に鏡�肌 �よく磨かれた�
鏡肌� 鏡肌�

湧�水 状 �態 �なし、滲�水 �滴水程�度 �集中湧�水 �全面湧水�F.
量 �１？�／分以�下 �１�～ �／�分 ～ �／�分 �／分以上�20？� 20 100？� 100？�

評 価 �点 �１ ２ ３ ４
劣化水による劣�化 な �し �緩みを生�ず �軟弱�化 �崩壊流出�G.

評 価 �点 �１ ２ ３ ４

ﾊﾝﾏｰ の打撃
による強度の
に目安�

岩片を地面
置きﾊﾝﾏｰに
で強打して
も割れにく
い�

岩片を地面
置きﾊﾝﾏｰで
強打すれば
割れる�

岩片どおし
たたき合わ
せて割るこ
とができる�

両手で岩片
を部分的に
でも割ること
ができる�

力を込めれ
ば、小さな
岩片 を指
先で潰すこ
とができる�

岩片を手に
持ってﾊﾝﾏｰ
でたたいて
割ることが
できる�

割目の開口度�割目は密着
している�

割目の一部
が開口してい
る(幅<1mm)

割目の多くが
開口している�
(幅<1mm)

割目が開口し
ている�
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図－６　新切羽評価点と支保選定の実績と目安

　本システムにおけるＪＨ仕様の観察記録では、通常ど

おりに観察表を作成することにより、入力された岩種グ

ループと選択された評価区分に対応した点数が加算され、

新評価点を自動的に算出する。図－６に、過去の実績に基

づく、岩種と支保パターンおよび新切羽評価点との関係

を示す3）。算出した新切羽評価点は、このような図と照ら

し合わせることにより、支保選定の目安とすることがで

きる。本機能では、新切羽評価点の計算手間を省略すると

ともに、観察記録の作成という日常業務を行うことによ

り、採用支保パターンの妥当性を日々確認することを可

能とした。また、図－５に示したＱ値法、ＲＭＲ法、ＲＳ

Ｒ法等、その他の地山評価点を算出するための観察表と

計算用ファイルも、グループウェア上で共有する予定で

ある。

　３．２　支援依頼定型シート

　トンネル工事では、切羽の崩落やトンネル変状、坑口部

の困難な施工等、非定常的事態が発生した際に、対策工の

選定やその根拠となる検討書作成に関して現場だけでは

対応しきれないことが多々ある。このような場合、本社や

支店の関連部署に現場から施工支援を依頼するが、図－

７に示すようなグループウェア上の定型シートを利用し

て状況報告や支援依頼を行うことができるようにした。

検討対象位置の地質・地形条件や発生が予想される問題

点、問題箇所のデジタル画像や図面ファイル等を入力・添

付し、迅速かつ詳細な状況報告を可能とする。各関連部署

や過去に同様の問題を経験した他現場の技術者等は、

ネットワーク上で書類を閲覧し、問題点を把握した上で

応急対策工や支援体制等について現場に返信することが

できる。従来と比較して、デジタル写真を活用して実際の

現場の状況を見ることができるということは非常に大き

な利点であり、より迅速で的確な対策工の提案等が期待

できる。

　３．３　計測結果図化処理

　トンネル工事において計測は、掘削に伴う周辺地山の

挙動や各支保部材の効果を定量的に把握し、設計の妥当

性を検討するとともに、工事の安全性および経済性を確

保するために実施される。得られた計測データは、トンネ

ルの現状を把握するために迅速に図・表等に整理し、設定

した管理基準等と比較することにより、今後の予測や設

計・施工に反映していかなければならない。

　今回作成した計測結果図化処理ソフトは、現場技術者

が計測データを分かりやすく整理し、活用するための支

援をするもので、トンネル工事で一般的に実施される計

測項目のほぼ全てを図化処理することができる。また、本

ソフトは市販のデータベースソフトと表計算ソフトを利

用しており、計測結果のデータベース登録から作図処理

図－７　支援依頼シート記入例

図－８　図化処理ソフトメニュー画面



－6－

五洋建設技術年報　Vol. 30　2000
i

表－４　図化対象計測項目一覧までをWindows OSで実施できる。そのため、現場計測

データもグループウェアを介して容易にデータの共有化

を図ることが可能となっている。図－８に本ソフトの初

期メニュー画面を、表－４に本ソフトで処理対象として

いる計測項目と出力形式の関係を示す。

　図－９～図－１１は、適用現場における出力例である。

出力図は、変位等の時間的変化を見る経時変化図、切羽の

進行に伴う変化を見る経距変化図、支保応力等の断面分

布図の例である。本ソフトでは、メニューに従い、計測項

目、作図種類、作図期間等の作図条件を入力することによ

り、必要な入力計測値をデータベースから取り込み、図化

処理する。これらのように、各種計測結果を適切な出力形

式で迅速かつ容易に整理することができ、計測結果の設

計・施工への的確な反映に役立つ。

　４．まとめ

　本開発の経緯や目的、処理機能等について述べてきた

が、その特徴は以下のようにまとめられる。

①切羽観察記録の作成および計測結果の図化処理が簡素

化され、現場計測管理業務の省力化が図られる。

②関連部署や他現場でも対象現場の状況を参照、評価す

ることができ、支援依頼や進捗報告等に際し、有効な情

報の共有が可能である。

③各計測結果の電子情報による有効な保管・検索・再利　

用が可能となる。現場におけるペーパレス化に寄与し、

余計なコピーや色塗り等の業務が不要となる。

④蓄積された計測数値データの支保設計への活用が容易

となる。

　以上のように、グループウェアの持つ利点をトンネル

現場の日常的な計測管理業務に活用することにより、計

測情報の共有、迅速な伝達および有効な保管、再利用等が

可能となる。将来的にはネットワークの増強により、現場

動画像の共有等も考えられるようになってきている。今

後、引き続き本システムを各トンネル工事に適用して必

要な機能の追加・更新を進めながら、現場業務の省力化、

支援業務の効率化に活かしていく所存である。
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図－９　経時変化図例（地表面沈下）

図－１０　経距変化図例（地表面沈下）

図－１１　断面分布図例（鋼製支保工応力）

計 測 項 目 �経時変�化 �経距変�化 �断面分布�
Ａ計�測 天端沈下・内空変�位 �○ ○ －�

地 表 面 沈 �下 �○ ○ ○�
地 中 変 位 �○ ○ ○�
ロックボルト軸�力 �○ ○ ○�

軸 力 �○ ○ ○�
Ｂ計�測 �鋼製支保�工 曲 げ �Ｍ �○ ○ ○�

せん断�力 �○ ○ ○�
吹 付 け 内 応 �力 �○ ○ ○�
背 面 土 圧 �○ ○ ○�


